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「引退」は脳に良い？機械学習で解明した認知機能へのプラス効果と個人差 

－女性や高学歴・高所得、運動習慣がある人などで特に改善効果大ー 

 

仕事からの引退が高齢者の認知機能に与える影響は、個人差が大きいと考えられます。本研究は、

欧米 19 か国の 50～80 歳の 7,432 名を対象に、引退と認知機能の関係を、機械学習モデルを使って解析

しました。 

分析の結果、引退した人は、働き続けている人に比べて平均して 1.3 語多く単語を記憶しており、引

退に認知機能を維持・改善する効果があることが明らかになりました。特に、女性、高学歴・高資

産、健康状態の良好な人、引退前に運動習慣があった人ほど、引退による認知機能への効果が大きい

ことも明らかになりました。 

これらの結果は、引退というライフイベントを境に健康格差が拡大する可能性を示唆しています。

この論文は、国際疫学会が出版する「International Journal of Epidemiology」に 2025 年 11 月 24 日付で

掲載されました。 

 

 

背景 

 世界中で高齢化が進む中、多くの先進国で年金支給開始年齢が引き上げられています。これによ

り、引退のタイミングが遅くなることが予想されますが、引退が高齢者の認知機能に与える影響につ

いては、先行研究でも結果が一致していませんでした。結論が得られていない原因の一つとして、引

退が認知機能に与える影響の個人差が大きいことが考えられます。このため、本研究では最新の機械

学習モデルを用いて、引退が認知機能に与える影響とその個人差を明らかにしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※図は自由に転載可能です。 
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対象と方法 

 分析対象は、米国の Health and Retirement Study (HRS)、英国の English Longitudinal Study of 

Ageing (ELSA)、欧州諸国の Survey of Health, Ageing and Retirement in Europe (SHARE)に参加し

た 19か国の 50～80歳です。対象者のうち、1回目の調査時に就労していた人を対象に、2回目の調査

で引退の有無を確認し、3回目の調査で単語記憶テストによって認知機能を測定しました。健康状態が

良い人ほど働き続ける傾向があるため、各国の年金支給開始年齢を引退の操作変数※1として用いるこ

とで、バイアスに対処しました。また、引退が認知機能に与える影響の個人差を明らかにするため、

因果フォレスト※2と呼ばれる機械学習手法を用いました。 

 

結果 

 7,432名の解析対象のうち、2,165名（29.1%）が引退していました。分析の結果、引退した人は働

き続けている人に比べて、平均して 1.348語多く単語を記憶しており、比較的大きな効果が確認され

ました。しかし、その効果は-0.506語から 2.314語まで、個人によってばらつきがありました。マイ

ナスの値は、引退すると認知機能が下がる人も中にはいることを意味しています。ただし、そのよう

な人は全体の 1%に過ぎませんでした。引退による認知機能の改善効果が大きい人の特徴は、女性、高

学歴、デスクワーカー、高所得・高資産、引退前の健康状態が良好で運動習慣があった人などでし

た。 

 

考察 

 引退後に認知機能が改善するのは、仕事上のストレスから解放されること、余暇の時間が増えて運

動などの健康投資ができることなどが理由として考えられます。 

 女性において改善効果が大きいのは、男性と比べて引退後の人付き合いが活発であることや、仕事

と家庭の葛藤から解放されることと関わりがあるかもしれません。高学歴でデスクワーカーの人に関

しては、知的労働による認知機能への刺激が、引退後にも継続的な効果を持つことを示唆していま

す。高所得・高資産の人は、引退して給与所得が無くなった後でも、健康投資にお金を回す余裕があ

ります。引退前の健康状態が良好で運動習慣があった人は、活発に活動できる時間が多く、引退後に

運動を継続することが認知機能の維持に役立っている可能性があります。 

 

本研究の意義 

 本研究は、引退が認知機能に与える影響に個人差があることを明らかにしました。社会参加や運動

を継続して行うなど、引退後の過ごし方の違いによって健康格差が拡大する可能性を示唆していま

す。日本では 60～75 歳までの間で年金の受給時期を選ぶことができますが、個人の健康状態や環境に

応じて適切なタイミングで引退することによって、その後の認知機能にも良い影響があると考えられ

ます。また、研究で用いた機械学習手法は、今後、個人の最適な引退時期を予測するツールとして活

用される可能性もあります。 
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用語解説 

※1 操作変数：年金の支給開始年齢のような「引退に影響するが認知機能には直接関係しない変

数」を操作変数と呼ぶ。このような変数を用いて分析することで、健康状態が良い人ほど働き続ける

といったバイアスに対処し、引退が認知機能に与える因果効果を推定することができる。 

※2 因果フォレスト：因果効果の個人差を推定する機械学習手法。「どんな人にどれくらい効果が

あるのか」をデータドリブンに特定することができる。 


